
はじめに

地方公共団体のための災害時受援体制に関するガイドライン（概要）

応援・受援の体制（被災県・被災市町村）（応援県・応援市町村）

応援・受援に係る基礎知識

平時からの取組

【業務例１】 応援職員が実施する避難所運営支援業務の具体業務

【業務例２】 応援職員が実施する住家被害認定調査業務の具体業務

【資源管理帳票（エクセル）】

「熊本地震を踏まえた応急対策・生活
支援策の在り方について（報告）」
（H28.12 中央防災会議 熊本ＷＧ）

受援を想定した体制整備について
検討を進めるべきと提言

 応援を送り出す県には「応援本部」を、市町村には「応援班／応援担当」を
設置し、役割を明確化しておく

 初動期、応急期、復旧・復興期の各局面を踏まえた応援を実施する
 災害対応に必要な資源を把握し、必要な資源を見積もることを心がける
 人的・物的資源の流れと応援側・受援側の役割を理解しておく
 人的・物的資源管理するために必要な情報を理解し帳票等を整備しておく
 応援受援の対象となる業務とその具体内容を明らかにしておく
 担当業務の支援だけでなく、業務の「マネジメント支援」も応援・受援の対象と位置付ける

【地震対応時の主な業務と応援の関係】 【人的・物的資源の流れ】

 地方公共団体は、応援・受援計画等の策定
に取り組む

 「どの業務」に「どのような人的・物的資
源が必要か」を資源管理表に整理しておく

 研修や図上訓練等の実施により、応援・受
援の実効性を高めておくとともに相互に顔
の見える関係を構築しておく など

 被災都道府県は、災害対策本部内に「応援・受援本部」を、被災市町村は、
災害対策本部内に「受援班／受援担当」を設置し、役割を明確化しておく

応援・受援の現状

人的・物的応援においては、様々な枠組みによる支援が存在し、全体像の把握
が難しい現状がある

 応援の受入れは、災害対策本部の各班・課の業務担当窓口が担っているため、
一元的把握に課題がある

 都道府県の応援・受援体制がはっきりしない

 様々な応援の枠組みの中で多種多様な業務が対象となっており、受援側が把握
しきれていない

【地方公共団体における応援受援の全体イメージ】

海外からの支援に対する基本的な考え方

 国からの照会に基づき、必要があれば国に支
援を要請を行う

【受援体制の整備とは】
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例：熊本県庁（熊本地震）
柏崎市役所（新潟県中越沖地震）
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